
国の方針及び日野市地域福祉計画について 参考資料２ 

障害者保健福祉ひの６か年プランの各基本目標 

＜基本目標 １＞ 『認め合い暮らす』 

（差別解消の取組みの推進と権利を守るための仕組み 

の充実を図ります） 

＜基本目標 ２＞ 『安心・安全に暮らす』 

（地域で生活するための環境を整えます） 

＜基本目標 ３＞ 『生きる力を学ぶ』 

（福祉・教育・家庭が一体となり、障害のある子どもへの 

切れ目のない支援を推進します） 

＜基本目標 ４＞ 『地域で活躍する』 

（働きを通して自分も地域も生き生きできる支援を推進し

ます） 

＜基本目標 ５＞ 『つながり・支える』 

（障害のある人を支えるネットワークの構築を図ります） 

 

 

障害者基本計画（第５次）の概要を整理すると、以下の通りです。 
 

○ 計画期間：令和５（2023）年度から令和９（2027）年度までの５年間 

○ 基本原則：地域社会における共生等、差別の禁止、国際的協調 

○ 障害者施策の基本的な方向 

１ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

２ 安全・安心な生活環境の整備 

３ 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

４ 防災、防犯等の推進 

５ 行政等における配慮の充実 

６ 保健・医療の推進 

７ 自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

８ 教育の振興 

９ 雇用・就業、経済的自立の支援 

10 文化芸術活動・スポーツ等の振興 

11 国際社会での協力・連携の推進 

 

「障害者基本計画（第５次）」の基本的な方向と「障害者保健福祉ひの６か年プラン（平成

30 年３月）」との関係性を整理すると、以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者基本法に基づく「障害者基本計画（第５次）」の概要 

１、３、 ５、 １０ 

２、 ４、 ６  

８ 

９ 

７ 

第５次の基本的な方向 
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令和４年 12 月に改正された障害者総合支援法のについて、概要を整理すると、以下の

通りです。 
 

 改 正 の 趣 旨  

障害者総合支援法は、障害者および障害児の日常生活や社会生活の支援、福祉の増

進、障害の有無にかかわらず安心して暮らすことのできる地域社会の実現などを目的とし

て制定された法律です。 

障害者等の地域生活や就労の支援の強化等によって、障害者等の希望する生活を実現

することを目的として、令和４（2022）年度に改正されました。 

 

 主な改正のポイント   

１．障害者等の地域生活の支援体制の充実 

共同生活援助（グループホーム）の支援内容を法律上明確化することや、地域の障害

者や精神保健に関する課題を抱える人を支援する地域生活拠点等の整備について努力

義務化されました。 

 

２．障害者の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進 

「就労選択支援」の創設、短時間労働者等に対する実雇用率算定、障害者雇用調整金

等の見直しと助成措置の強化が定められました。 

 

３．精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備 

医療保護入院の見直し、入院者訪問支援事業の創設、精神科病院における虐待防止

に向けた取組の一層の推進が定められました。 

 

４．難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強

化 

症状が重症化した場合に円滑に医療費支給を受けられる仕組みの整備や、登録者証

の発行等による難病患者等の療養生活支援の強化が定められました。  

 

５．障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベース（ＤＢ）に関

する規定の整備 

障害福祉サービスや療養生活の質の向上に資するため、第三者提供の仕組み等の規

定が整備されました 

 

６．その他 

地域のニーズを踏まえた障害福祉サービス事業者指定の仕組みの導入や居住地特例

の見直しが定められました。 

障害者総合支援法の改正概要（令和４年12月成立） 
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障害福祉計画・障害児福祉計画について、国の基本指針見直しの概要を整理すると、以

下の通りです。 

 

 基本指針見直しのポイント  ※活動指標等の変更や都のみに関わるものは省略。 

１．入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援 

・強度行動障害を有する者への支援体制の充実【新】 

・地域生活支援拠点等の整備の努力義務化【拡充】 

・地域の社会資源の活用及び関係機関との連携も含めた効果的な支援体制の整備推

進【拡充】 

・グループホームにおける一人暮らし等の希望の実現に向けた支援の充実【新】 

 

２．精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・精神障害者等の相談支援業務に関して市町村における実施体制を整える重要性及

び当該業務を通じた日頃からの都道府県と市町村の連携の必要性を基本指針の本

文に追記【拡充】 

 

３．福祉施設から一般就労への移行等 

・一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用に係る法改正への対応【拡充】 

 

４．障害児のサービス提供体制の計画的な構築 

・市町村における重層的な障害児支援体制の整備や、それに対する都道府県における

広域的見地からの支援【拡充】 

・地域におけるインクルージョンの推進【拡充】 

 

５．発達障害者等支援の一層の充実 

・市町村におけるペアレントトレーニングなど家族に対する支援体制の充実【拡充】 

 

６．地域における相談支援体制の充実強化 

・基幹相談支援センターの設置及び基幹相談支援センターによる相談支援体制の充

実・強化等に向けた取組の推進【新】 

・「地域づくり」に向けた協議会の活性化【新】 

 

 

国基本指針の見直し概要（障害福祉計画・障害児福祉計画） 
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７．障害者等に対する虐待の防止 

・障害福祉サービス事業所等における虐待防止委員会や職員研修、責任者の配置の徹

底、市町村における組織的対応、学校、保育所、医療機関との連携の推進  

【拡充】法改正に伴う部分一部【新】 

 

８．「地域共生社会」の実現に向けた取組 

・社会福祉法に基づく地域福祉計画及び重層的支援体制整備事業実施計画との連携

を図りつつ、市町村による包括的な支援体制の構築の推進【拡充】 

 

９．障害福祉サービスの質の確保 

・障害福祉サービスの質に係る新たな仕組みの検討を踏まえた記載の充実【拡充】 

 

10．障害福祉人材の確保・定着 

・ＩＣＴやロボットの導入による事務負担の軽減、業務の効率化や職場環境の整備の推

進【新】 

 

11．よりきめ細やかな地域ニーズを踏まえた障害（児）福祉計画の策定 

・データに基づいた、地域における障害福祉の状況の正確な把握【新】 

・障害児者にとって身近な地域で支援が受けられるよう事業所整備を進める観点から

の、よりきめ細かいニーズ把握【新】 

 

12．障害者による情報の取得利用・意思疎通の推進 

・障害特性に配慮した意思疎通支援及び支援者の養成等の促進【新】 
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１ 地域で必要な支援につながる環境を整えていきます 
 

２ 将来を見据えて、地域を核とした支え合う福祉を実現していきます 
 

３ 地域で暮らす人たちが、地域で安心して生活していけるよう支援して

いきます 

 

 

第４期日野市地域福祉計画の概要を整理すると、以下の通りです。  

 

○ 計画期間：令和２年度（2020 年度）から令和６年度（2024 年度）までの５年間 

○ ビジョン：全ての市民が、差別がなく、安心して暮らせる地域共生社会の実現 

 

 

 

 

 

○ 基本理念：支援の「支え手」「受け手」という関係を超えてつながり、助け合い・支え合

いの輪を広げる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 基本目標１：身近な地域で気軽に相談できる機能を整え、ニーズに合った支援に努め

ます 

 

 

 

 

 

 

○ 基本目標２：地域福祉を担う人材を育成するとともに、福祉サービスの質の向上に

取り組みます 

 

 

 

 

第４期日野市地域福祉計画の概要 

地域で支え合い、誰もが安心してともに暮らせるまち 

目指すビジ ョン  

社会情勢の変化とともに、福祉等に関する相談内容も複雑化・多様化していま

す。その中で切れ目のない支援の実施や市民のニーズに対応していくため、現行の

相談機能を見直し、利便性の向上に努めていきます。また、関係する機関がそれぞ

れの専門性を発揮して協力・連携して複雑化する課題を解決していく体制の整備に

取り組みます。 

福祉を支えるためには、支援を行う人材を確保することが重要です。高齢化に伴

い、高齢者の増加と生産年齢人口の減少が予測される中、福祉の人材を育てて定着

を図る施策に取り組みます。また、よりよい暮らしを実現するために福祉サービス

の質の向上にも取り組みます。 
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 ○ 基本目標３：地域住民等が主体的に行う地域福祉活動を支援します  

 

 

 

 

 

○ 基本目標４：市民の権利を擁護する支援体制を整備していきます  

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 基本目標５：災害時要配慮者となる高齢者や障害者の防災対策が適切にとられる

体制づくりを推進します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化が進展すると、行政だけでは市民が抱える課題を解決することが困難にな

ります。そのため、行政は地域の様々な主体の力を借りて行政の手の届かない地域

の課題解決につなげ、地域課題の解決に積極的に取り組む主体への後方支援を行

います。 

高齢化の進展とともに認知機能が低下した高齢者等も増加しています。少子化、

核家族化も進んでいるため、これらの高齢者等の尊厳を守り、住み慣れたまちで安

心して暮らしていくためには、権利擁護について地域で相談できる環境づくりが必

要です。 

また、既存の成年後見制度を知ってもらい、かつ、わかりやすいものにする必要

があるため、もっと身近なものとする工夫をするとともに、担い手として協力してく

れる方の育成にも取り組みます。 

災害時に配慮が必要な高齢者や障害者の命を守るため，「自助・共助・公助」のそ

れぞれの立場から必要な支援策に取り組み、地域で安心して暮らせる災害に強いま

ちづくりに向けた環境を整えていきます。 



ＳＤＧｓの向き合い方
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SDGsとは、2030年に地域がどうなっていたいかを考え、取組むためのツールとして
捉えています。

大きな
成果

の一方で…

環境問題

格差拡大

新たな問題

ＳＤＧｓ17のゴール

Copyright 2022 日野市企画経営課



日野市とＳＤＧｓ（2018年～主なできごと）
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SDGs認知率

【認知率】2019.2
全国平均16.0%

（電通マクロミルインサイト）

【認知率】2019.7
日野市29.7%

（市民意識調査）

【認知率】2020.2
全国平均29.1%/学生平均45.1％

（電通マクロミルインサイト） 大人の認知率向上が新たな課題に
（1.6倍の開き）

【認知率】2020.10
日野市44.9%

（市民意識調査）
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202
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2018.3
関東経済局で

SDGs取組みの講演
2019.1-3
SDGsゼミ

2019.4-
八小がESD推進校に

ひのミラ始動

2019.7
SDGs未来都市選定

2021.9
イオンモールと

SDGs WEEK実施

2020.4
新可燃＆

プラ施設稼働

【認知率】2021.1
全国平均54.2%

（電通マクロミルインサイト）

2020.4～
小学校の教科書で

SDGsが盛り込まれる

【認知率】2018.2
全国平均14.8%

（電通マクロミルインサイト）

【認知率】2022.1
全国平均86.0%

（電通マクロミルインサイト）

2022.11
気候非常事態宣言

2020.12
三井住友海上
と包括協定

2022.1-3
ひのSDGs大学

（中小企業向け）実施

2022年度中
SDGs登録制度

構築予定

2021.4～
炭素回収システム

小学校巡回

【認知率】2020.10
日野市80.5%

（市民意識調査）

2022.4
第2期未来都市

計画策定

経済

社会

環境

認知率向上から
アクション創出段階に移行

官民連携・共創の
施策として出発

2020.9
SDGsセミナー

2019.10
市民フェア出展

台風19号

2019.9
コニカミノルタと

包括協定

ＳＤＧｓの向き合い方
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取組みの軸にパートナーシップ（ソーシャルキャピタル）を位置づけ、産学官民での
対話を通じた課題共有や取組みの推進を行ってきました。

経済経済

社会社会

環境環境


